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１ 子どもや子育てをみんなで応援するステージ   

 

〇 結婚支援、妊娠・出産、子育てに関する情報提供  

【主な取組】 

・婚活者向け相談会、結婚応援フォーラム、オンライン婚活イベント、結婚・妊娠・出産・育児総合ポ

ータルサイトの運営 

〇 官民協働による地域全体での取組の促進  

【主な取組】 

・各地域において「少子化対策パネル展」を開催 

〇 次世代教育の推進  

【主な取組】 

・大学生や高校生等を対象に、自己の将来を考える機会を提供するため、出前講座を開催し、次の世代

の親となる若年者に対する意識啓発の取組の充実 

〇 若者への就業支援や就業環境の改善 

【主な取組】 

・北海道労働局、ハローワーク、教育機関、経済団体等との連携による就職促進会を開催 

・非正規雇用労働者の正社員化を図るため事業者への個別支援を実施 

〇 生活環境の整備 

【主な取組】  

・子ども・子育てにやさしい社会づくりのため、妊娠中の方や子ども連れの方に優先案内を行うな 

どの配慮を行う「こどもファスト・トラック」を実施 

・子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅の登録促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【R６年度の主な取組実績】 

◆結婚応援フォーラムの開催 R６…１回 参加者 108 名（R５…１回 参加者 21名） 

◆オンライン婚活イベントの開催 R６…８回 延べ 68 名（R５…８回 延べ 69 名） 

◆少子化対策パネル展の開催 R６…14か所 延べ 234 か所（R５…14か所 延べ 220 か所） 

◆次世代教育のための出前講座 R６…24 校 1,999 人（R５…27校 2,272 人） 

◆非正規雇用労働者の正社員化を図るため事業者への個別支援を実施 R６…79 企業（R５…60 企業） 

◆「こどもファスト・トラック」の実施 R６･･･全ての道立施設 

◆子育て世帯の入居を拒まない民間賃貸住宅の登録促進 R６…17,372 戸（R５…16,945 戸） 
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２ 妊娠や出産を支援するステージ  

 

〇 妊娠・出産に関する支援体制の整備 

【主な取組】 

・妊娠・出産から子育てまで切れ目のない支援を行うため、子育て世代包括支援センターの設置を促

進 

・分娩可能な産科医療機関が身近な地域にない妊産婦に対し、経済的負担や不安軽減のため、妊婦健

診・出産のために要する交通費等を助成  

・子どもを持つことを希望しながら子どもに恵まれない方の悩みや専門的な相談に対応するため、不

妊専門相談センターによる相談を実施 

・出産後の不安や悩みなどの早期解消を図るため、市町村への妊産婦の相談支援や産後ケア事業の実

施を促進 

〇 医療提供体制の整備や医療費負担等の軽減 

【主な取組】 

・周産期母子医療センターの運営支援、助産師外来やへき地の産科医療機関の確保 

・産婦人科医の確保や周産期医療関係者への研修実施 

・不妊治療、不育症に関する医療費の一部助成 

・分娩可能な産科医療機関が身近な地域にない妊産婦に対し、経済的負担や不安軽減のため、妊婦健

診・出産のために要する交通費等を助成【再掲】 

・医療、保健、福祉の有機的な連携の下、出生前から一貫した医療、療育を総合的に提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【R６年度の主な取組実績】 

◆子育て世代包括支援センター設置市町村数 R６…33 市町村（R５…151 市町村） 

※R６はこども家庭センター設置市町村数 

◆産後ケア事業実施市町村数 R６…166 市町村（R５…151 市町村） 

◆妊産婦安心出産支援事業実施市町村数 R６…104 市町村（R５…102 市町村） 

◆母子保健事業研修会の実施 R６…３回 344 人（R５…３回 342 人） 

◆不妊治療費の一部を助成 R６…1,911 件（R５…739 件） 
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３ 子育てを支援するステージ  

 

〇 幼児教育、保育環境の整備 

【主な取組】 

・子ども・子育て支援事業計画に基づく計画的な環境整備・サービス提供体制の確保を図るため、市

町村支援の実施 

・子ども・子育て支援新制度を着実に推進し、待機児童の解消や質の高い教育・保育の提供体制を確

保するため、市町村等へ助言や支援を行うとともに人材の養成や確保に向けた取組を実施 

〇 子育て世帯、ひとり親家庭等への支援の充実 

【主な取組】 

・市町村が実施する地域子ども・子育て支援事業等に対し支援を実施 

・多子世帯の経済的負担を軽減するため、保育料の無償化を行う市町村への支援を実施 

・ひとり親家庭の安定した就業に向け、各種支援制度を活用し、職業訓練などを支援 

〇 社会的養育を必要とする子どもや障がい等のある子どもへの支援 

【主な取組】 

・代替養育を必要とする子どもが、家庭と同様の環境で養育されるよう、里親等への委託を推進する

とともに、乳児院、児童養護施設や里親会等と連携してフォスタリング体制を構築し、里親への支

援を充実 

・児童養護施設等の小規模かつ地域分散化を推進するとともに、ケアニーズが高い子どもへの対応や

複雑多様化する家庭を支えるため、施設の高機能化、多機能化等に向けた取組を推進 

・発達障がい児に対する支援体制の整備を図るため、必要な支援を実施 

〇 児童虐待防止対策の推進 

【主な取組】 

・児童相談所における職員の増員や研修等の充実による職員の資質向上に取り組むとともに、児童福

祉に精通する医師や弁護士を配置し、児童相談所の体制及び機能を強化 

・児童相談所が要保護児童対策地域協議会に積極的に参画するとともに、関係者向け研修会の実施や

市町村への技術的・専門的な助言を通じて、地域における支援体制を充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【R６年度の主な取組実績】 

◆認定こども園等の計画的な整備 

・認定こども園等の整備…R７.４.１ 725 ヶ所（うち、道所管分 345 ヶ所） 

R６.４.１ 677 ヶ所（うち、道所管分 345 ヶ所） 

◆利用者支援事業（母子保健型） R６…157 市町村 （R５…119 市町村） 

◆幼児教育の質向上に関する研究協議会（オンライン）R６…148 名（R５…98 名） 

◆幼児教育中堅保育者資質向上研修（オンデマンド等）R６…延べ 152 人（R５…延べ 173 人） 

◆発達障がい児に対する乳幼児期から成人期までの一貫した支援体制の整備 

・発達支援研修会を開催 R６…236 名（R５…619 名） 

・発達障害者支援センターでの相談対応 R６相談件数…841 件（R５…1,151 件） 



- 4 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ひとり親家庭の親等の就職を容易にするために必要な資格の取得を促進するため、高等職業

訓練促進給付金を支給  R６…30 件（R５…29件） 

◆里親等委託の推進 

・養育里親、養子縁組里親、専門里親の認定及び更新研修の実施 

R６…74回 参加者 329 人（R５…115 回 参加者 381 人） 

◆児童養護施設の小規模化・地域分散化の推進 

 ・地域小規模児童養護施設の設置 R６…35か所（R５…35 か所） 

・児童養護施設における小規模グループケアの実施状況   R６…11 施設（R５…11 施設） 

◆児童家庭支援センター運営事業の実施 R６相談件数…7,005 件（R５…8,130 件） 

◆道立児童相談所へ保健師を配置し、体制及び機能を強化 
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４ 子育ちや自立を支援するステージ  

〇 子どもの権利及び利益の尊重 

【主な取組】 

・北海道こども施策審議会こども部会の設置やこどもの意見反映推進事業により、道の施策へ子どもの意見を

反映させるための取組を実施 

・一時保護児童等の意見表明支援体制を強化するため、派遣希望に応じて意見表明支援員を派遣 

・児童養護施設等の退所児童に対して、進学や就職のための準備費用を支給するなど、児童の自立を

促進 

〇 子どもの健全育成の促進 

【主な取組】 

・市町村や学校と連携し、女性の幅広いライフステージに対応した健康教育を実施 

・学校における食に関する指導の充実を図るため、栄養教諭を小中学校へ配置 

・児童養護施設等を退所した児童に対し、相談対応や生活費等の支給などにより自立を支援 

〇 教育環境の整備 

【主な取組】 

・小・中学校などにスクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを配置（派遣） 

・地域住民の積極的な学校支援活動を通じて、学校と地域の連携体制を充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【R６年度の主な取組実績】 

◆こどもの意見反映推進事業の実施 

  R６…電子申請システム 2,196 件、直接聴取 783 人（42 校）のこどもの意見を聴取 

◆社会的養護自立支援の推進に向けた取組の促進 

 ・児童養護施設等の退所者に対して、進学や就職のための準備費用を支給し児童自立を促進 

 ・就職支度費 R６…34 人（R５…41 人） 

 ・大学進学等自立生活支度費 R６…14 人（R５…５人） 

◆いじめや不登校など問題を抱えた児童生徒の早期発見や早期の課題解決を図るため、スクー

ルカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを配置（派遣） 

・スクールカウンセラーの配置 

R６…1,299 校（小学校 660 校、中学校 400 校、義務教学育校 24校、中等教育学校 1校、 

高校 186 校、特別支援 28 校） 

R５…1,313 校（小学校 671 校、中学校 409 校、義務教学育校 22校、中等教育学校 1校、 

高校 186 校、特別支援 24 校） 

・スクールソーシャルワーカーの配置（派遣） R６…43市町村、道教委で 16 名任用 

（R５…41 市町村、道教委で 16 名任用） 
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目標設定項目の実績一覧

①学校教育や保育を必要とする量の見込みと確保方策

②認定こども園及び地域子ども・子育て支援事業

項　　　目
平成30年度
実績（基準値）

令和6年度
実績

達成率
令和６年度
目標事業量等

認定こども園設置数 345カ所 725カ所 140.0% 518カ所

延長保育 837カ所 1061カ所 101.8% 1042カ所

病児・病後児保育 62カ所 80カ所 89.9% 89カ所

一時預かり事業

幼稚園型 567カ所 831カ所 124.0% 670カ所

幼稚園型以外 509カ所 499カ所 78.6% 635カ所

子育て短期支援 39市町村 63市町村 143.2% 44市町村

利用者支援事業

基本型・特定型 39市町村 55市町村 88.7% 62市町村

母子保健型 34市町村 157市町村 196.3% 80市町村

放課後児童クラブ 1032カ所 1035カ所 97.2% 1065カ所

地域子育て支援拠点 405カ所 422カ所 99.5% 424カ所

ファミリー・サポート・センター 65市町村 77市町村 108.5% 71市町村

（１号認定）（２号認定） （１号認定）（２号認定）

49,203

(13,187)

60,650 52,807 28,738 8,110 50,846 52,284 27,909 7,800

83.8% 99.0% 97.1% 96.2%

3,356 935 3,005 905

89.5% 96.8%

2,901 4,975 172 0 2,119 6,024 114 3

73.0% 121.1% 66.3% -

2,729 1,248 175 2,616 1,218 223

95.9% 97.6% 127.4%

455 724 307 653 951 344

143.5% 131.4% 112.1%

63,551 60,966 34,238 9,527 52,965 61,577 33,197 9,275

83.3% 101.0% 97.0% 97.4%
計

－ － －－

全道計

量 の 見 込 み 44,846 29,969 7,381

　幼稚園及び預かり保育

　認可外保育施設

確
保
方
策

　認定こども園・幼稚園・
　保育所

　特定地域型保育事業

　企業主導型保育施設
　(地域枠)

０歳 ３歳以上 １・２歳 ０歳

（３号認定） （３号認定）

区 域

（市町村）

区　　　　分

令和６年度計画 令和６年度実績

幼児期の
学校教育
を希望す
る子ども

保育を必要とする子ども 幼児期の
学校教育
を希望す
る子ども

保育を必要とする子ども

３歳以上 １・２歳
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100.0%
（令和４年度）

16 75
幼児教育施設の意見を踏まえたス
タートカリキュラムを作成してい
る小学校の割合

65.1%
94.2%

(R5実績）
－ 100.0%

（令和４年度）

15 75
幼児教育施設と小学校間での意見
交換や合同の研修会の機会を設け
ている市町村の割合

86.0% 99.4% －

100.0%
（令和４年度）

14 75
各振興局（教育局）管内に配置さ
れた幼児教育相談員等を活用して
園内研修等を実施した管内の割合

42.9% 78.6% 85.7% 100.0%
（令和４年度）

13 75
遠隔システムやオンデマンド教材
等の活用により各管内で受講でき
る研修の割合

0.0% 100% 100%

21圏域

12 72 待機児童数 152人
34人

（R7.4.1）
－ ゼロ

（令和２年度）

11 71 助産師外来の開設第二次医療圏数 13圏域 14圏域 66.7%

大企業100.0％
中小企業25.0％

10 70
総合周産期母子医療センターの整
備（指定）

４ヶ所 ４ヶ所 66.7% ６ヶ所

9 65 子育てを支援する企業の割合
大 企 業 97.3％
中小企業 3.42％

大 企 業 98.8％
中小企業 3.71％

大 企 業 98.8％
中小企業 14.8％

男性12.0％
女性90.0％

8 65 年次有給休暇取得率 49.1% 64.1% 91.5% 70.0%

7 65 育児休業制度取得率
男性  3.5％
女性 91.3％

男性 33.0％
女性 80.9％

男性 275.0％
女性  89.8％

全市町村

6 65 女性（25～34歳）の就業率 74.5% 79.9%
（全国83.5％）

95.7%
全国平均値

以上

5 64
「北海道赤ちゃんのほっとステー
ション」登録施設のある市町村数

86市町村 96市町村 53.6%

24校(単年度)
（延べ120校）

4 63
地域と連携した通学路の安全確保
の取組状況

小：100.0%
中： 99.6%

小：92.0%
中：91.4%

小：92.0%
中：91.4%

100.0%

3 61
次世代教育のための出前講座実施
数（実施校）

28校(単年度)
24校

（延べ142校）
100.0%

全市町村

2 61 せわずき・せわやき隊等の組織化 95市町村 74市町村 41.3% 全市町村

1 60
子育て世代包括支援センター設置
市町村数※R6からこども家庭センターへ
移行

36市町村 33市町村 18.4%

③その他目標設定項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

NO.
計画
該当

ページ
指　　標

平成30年度
実績

(基準値)

令和6年度
実績

進捗率
令和６年度

目標値
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100.0%
（令和４年度）

32 91
体験的な学習活動を経験した生徒
の割合

70.0% 68.7% 68.7%

100.0%
（令和４年度）

31 90
食育推進計画を策定している市町
村数

123市町村 146市町村 81.6% 全市町村
（令和６年度）

30 89
グローバル人材の育成に取り組む
学校の割合

64.7%
91.2%

(R5実績）
91.2%

(R5実績）

100.0%

29 88 子どもの意見表明の機会の確保 子ども部会開催

こども部会の開

催、こどもの意見

反映推進事業の実

施等

－
子どもの意見を

施策に適切に反映

28 83 3歳児健康診査受診率 97.1%
96.9%

(R5実績)
96.9%

90市町村以上

27 83 1歳6ヶ月児健康診査受診率 97.6%
97.4%

（R5実績）
97.4% 100.0%

26 82
北海道障がい者歯科医療協力医の
いる市町村数

78市町村 75市町村 83.3%

現状からの
増加

25 80 里親等委託率 32.7%
36.4%

（R５実績）
111.3%

現状からの
増加

24 78
ひとり親家庭の親の正規の職員・
従業員の割合（父子世帯）

70.2%
（H27）

72%
(R２実績)

102.5%

88.1%

23 78
ひとり親家庭の親の正規の職員・
従業員の割合（母子世帯）

41.4%
（H27）

49%
(R２実績)

110% 44.4%

22 78
ひとり親家庭の親の就業率
（父子世帯）

87.8%
（H27）

88.4%
(R２実績)

100%

現状値を維持

21 78
ひとり親家庭の親の就業率
（母子世帯）

77.6%
（H27）

81.5%
(R２実績)

101% 80.8%

20 77
ひとり親家庭の子どもの就園率
（保育所・幼稚園）

86.0%
（H29）

88.2%
（R４実績）

102.5%

12ヶ所

19 76 休日保育設置数 32ヶ所 45ヶ所 90.0% 50ヶ所

18 76 夜間保育設置数 6ヶ所 13ヶ所 108.3%

令和６年度
目標値

17 76 放課後子供教室設置市町村数 112市町村 90市町村 50.2% 全市町村

NO.
計画

該当

ページ
指　　標

平成30年度
実績

(基準値)

令和6年度
実績

進捗率


